業務管理体制に係る届出書に関するＱ＆Ａ

	Ｑ１．事業所の新規指定を受けたため（又は事業所を廃止したため）、事業所の数が変更になりました。業務管理体制に係る届出事項の変更届を提出する必要がありますか。


Ａ１．
（１）事業所の数が増減し、下記のいずれかに該当する場合は「※業務管理の整備すべき体制」が変わりますので、「(第1号様式) 介護保険法第115条の32第2項(整備)又は第4項(区分の変更)に基づく業務管理体制に係る届出書」(特に、４．第３号(法令遵守規程の概要)又は第４号(業務執行の状況の監査の概要)を明記し)を提出する必要があります。

　　①　事業所の数が20未満であったが、新規指定により20以上になった場合

　　②　事業所の数が20以上100未満であったが、新規指定により100以上になった場合

　　③　事業所の数が100以上であったが、事業所の廃止等により100未満になった場合

　　④　事業所の数が20以上100未満であったが、事業所の廃止等により20未満になった場合
（２）また、事業所の数が増減し下記のいずれかに該当する場合は届出先(所管機関)が変わりますので、「(第1号様式) 介護保険法第115条の32第2項(整備)又は第4項(区分の変更)に基づく業務管理体制に係る届出書」(特に、５．区分変更(変更前行政機関、変更後行政機関)を明記し)を提出する必要があります。

1 市町村長あてに届出をしていたが、事業所の新規指定により、地域密着型サービス以外の事
業所も運営することとなった。又は地域密着型のみであっても所在地が当該市町村のみではなくなり、届出先が都道府県知事等になった場合

2 　事業所が複数あり、主たる事務所が所在する都道府県知事あてに届出をしていたが、事業所の新規指定により、事業所が３以上の地方厚生局の管轄する地域に所在することとなり、届出先が厚生労働大臣になった場合

3 　厚生労働大臣あてに届出をしていたが、事業所の廃止等により、２以下の地方厚生局の管轄する地域となり、届出先が事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事になった場合

　　④　都道府県知事あてに届出をしていたが、事業所の廃止等により、地域密着型サービスのみを行い、事業所が同一市町村内のみに所在することとなり、届出先が市町村長になった場合

　　　※　居宅介護支援事業所は市町村所管となっていますが、地域密着型には該当しません。
	Ｑ２．法人の代表者が変更になりました。通常の指定事業所における「変更届出書（様式第３号：第５条関係）」は提出しましたが、業務管理体制に係る届出事項の変更届を提出する必要がありますか。


Ａ２．下記の事項に変更があった場合は「(第2号様式)介護保険法第115条の32第3項に基づく業務管理体制に係る届出書(届出事項の変更)」を提出する必要があります。内容によっては通常の変更届と重複するものもありますが、その場合も、それぞれに提出してください。

①　法人の種別・名称

2 主たる事務所の所在地・電話番号・ＦＡＸ番号

3 代表者の氏名、住所又は職名

4 事業所名称等及び所在地（指定や廃止等により事業所数に変更が生じ、整備すべき業務管理体制が変更された場合のみ）

5 法令遵守責任者の氏名

6 規程の概要

7 監査方法の概要

	Ｑ３．定員１８人以下の通所介護事業所は地域密着型となりました。届出書の提出が必要ですか。


Ａ３．次の場合に限り、「（第１号様式）介護保険法第115条の32第2項(整備)又は第4項(区分の変更)に基づく業務管理体制に係る届出書」により、特に様式中「5 区分変更」欄を記入し、当該市町村長あて及び茨城県知事あて(従前の届出先)速やかに提出してください。また今後の変更に伴う変更届出書等の提出先は当該市町村長となります。
1 運営する介護保険事業所が全て地域密着型サービス(地域密着型介護予防を含む)であり、全ての事業所が同一市町村内に所在する事業者
	Ｑ４．届出書（第1号様式又は第2号様式）の提出期限はいつですか。


Ａ４．届出を要する事項が生じた場合は、速やかに提出してください。
	Ｑ５．事業者（法人）番号を忘れてしましました。


Ａ５．届出をした国、県、市町村にお問い合わせください。茨城県の問い合わせ先は下記のとおりです。なお、事業者（法人）番号は事業所ごと(事業所番号)ではなく、事業者(法人)単位で付番されています。また、番号の記載がない場合でも届出書の受理はいたします。

■茨城県への提出先(郵送又はメール可)
    〒310－8555  水戸市笠原町９７８－６

　茨城県福祉部 長寿福祉課 介護保険指導・監査グループ

　　　　　ＴＥＬ：０２９－３０１－３３１５　　ＦＡＸ：０２９－３０１－３３４８
　　　　　メールアドレス　chofuku6@pref.ibaraki.lg.jp
【参考】
· 整備すべき体制は、各事業者が運営する事業所等の数により異なります。
	事業所等の数
	1以上20未満
	20以上100未満
	100以上

	整備すべき
体制
	法令遵守責任者の選任
	〇
	〇
	〇

	
	法令遵守規程の整備
	
	〇
	〇

	
	業務執行状況の監査
	
	
	〇


事業所等の数：医療みなし事業所及び総合事業における介護予防・生活支援サービ　　　　　　　　　　　　　　ス事業を除き、地域密着型や介護予防サービスも数える。

※　例えば、同一事業者が訪問看護と介護予防訪問看護の指定を併せて受け、その他地域密着型通所介護１か所の指定を受けている場合、事業所等の数は３になります。

※ 届出先は、各事業者（＝法人）が運営する事業所等の所在地により異なります。
	届出先区分
	届出先

	1 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者
	厚生労働大臣

	2 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者
	事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事

	3 全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者
	都道府県知事

	4 全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者
	指定都市の長

	5 全ての事業所等が１の中核市の区域に所在する事業者　　　(＊本県では水戸市が該当)
	中核市の長

	6 地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービスを含む）のみを行う事業者であって、事業所等が同一市町村内に所在する事業者
	市町村長


